
御嵩町告示第36号

　御嵩町職員の給与等について、その概要を次のとおり公表する。

御嵩町長　　渡邊　公夫

※国、県、類似団体などのデータを更新しました。（平成29年4月 25日）

１１１１　　　　総括総括総括総括

（1）（1）（1）（1）人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

（2）（2）（2）（2）職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））

　　　　　　　

（注） 職員手当には退職手当を含まない。

（3）（3）（3）（3）ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況

（注） 1

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

3

（4）　（4）　（4）　（4）　給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況 ※人事委員会を設置していないため、該当なし

（5）　（5）　（5）　（5）　給与制度給与制度給与制度給与制度のののの総合的見直総合的見直総合的見直総合的見直しのしのしのしの実施状況実施状況実施状況実施状況についてについてについてについて

　　　　①給料表の見直し

　[　　実施　　　　未実施　　]

平成26年度の人件費率

27年度 人　 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％ 　　　　　　　　　　　％

（平成28年1月1日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

18,766 8,979,636 184,932 1,131,564 12.6 15.7

5,463

平成29年 4月25日

人事行政の運営、給与等の状況の公表　（平成29年4月公表）

区　　分 住民基本台帳人口 歳出額　 実質収支 人件費 人件費率 （参考）

給与費 B/A １人当たり給与額

27年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円 千円

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 １人当たり （参考）類似団体平均

5,602

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）　を用いて、学
歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を１００として計算した指数。

平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値である。

136 479,005 83,871 180,079 742,955

　　【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、職員の給料月額及び期末勤勉手当支給率の引上げ、地域手当の支給割合の見直し、
単身赴任手当の引上げ等に取り組むとされている。

　（給料表の改定実施時期）　　平成２８年１２月１４日
　（内容）　一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均０．２％引上げ。期末勤勉手当支給率については、年間０．１月分
引上げ。
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②地域手当の見直し

（実施時期）平成２７年４月１日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、平成２７年４月１日時点は１％、給与改定後は平成２７年

４月に遡及し２％を支給。

（参考）

　　　　③その他の見直し内容

5% 6%4%

東京都の
支給割合

岐阜市の
支給割合

　単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。（平成２７年４月１日実施）

平成２６年度の
支給割合

見直し後の
支給割合

（Ｈ２８．４．１）

国基準による
支給割合

平成２７年度の支給割合

４月１日時点 遡及改定後

可児市の
支給割合

0% 1% 2% 3%

0%

0% 18% 18.5% 20%

0% 1% 2% 3%
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２２２２　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１）　）　）　）　職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成28年平成28年平成28年平成28年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

参　考

─

1.10

─

─

─

※

※

※

③教育職　　　　該当なし

（注） 1

2

（（（（２２２２））））職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（（（（３３３３））））職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

─

　区　　分

御　嵩　町

保育園給食調理員

公務員（Ｃ） 民間（Ｄ） Ｃ／Ｄ

参　　考

年収ベース（試算値）の比較

4,524,200円 ─ ─

3,522,800円4,653,000円

区　　　　　分 御嵩町 岐阜県

287,447円

287,016円

281,000円

289,000円

341,067円

─

310,283円

273,000円

278,000円

316,734円

329,358円

297,782円

　公　務　員

類似職種

─

調理士（県）

─

─

民　　間

─

平均年齢

─

44.9歳

─

─

─

平均給与
月額（Ｂ）

─

262,000円

─

─

（国比較ベース）

御嵩町 40.7 302,700 352,000 324,000

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

類似団体 41.6 307,088 353,782 329,459

区　分

御嵩町

うち保育園給食調理員

岐阜県 42.4 332,159 406,036 367,574

国 43.6 331,816 ─ 410,984

平均
年齢

職員数
平均給料

月額
平均給与
月額（Ａ）

平均給与月額
（国比較ベース）

59.0歳

58.9歳

3

2

273,800円

278,000円

民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成２５年度から平成２７年度までの平均）

-

区　　　　分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年 経験年数30年

140,500 -

教育職
（該当なし）

大　学　卒 - 208,700 -

高　校　卒 - 162,900

146,100 151,800

262,300 328,200 332,400 376,300

国

一般行政職
大　学　卒 178,200 186,800 176,700

高　校　卒

技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給さ
れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

「平均給料月額」とは、平成２８年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を
合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。

また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出して
いる。

-

高　校　卒 - - - -

教育職
（該当なし）

大　学　卒 - - -

144,600

技能労務職
（該当なし）

高　校　卒 - 149,500 -

中　学　卒 -

中　学　卒 - - - -

技能労務職
（該当なし）

高　校　卒 - - - -

一般行政職 大　学　卒

岐阜県

国

類似団体

Ａ／Ｂ

47.4歳

50.4歳

48.8歳

136

2,876

9

298,904円

3



３３３３　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数及級別職員数及級別職員数及級別職員数及びびびび給料表給料表給料表給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注） 1 御嵩町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

（（（（２２２２））））昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

４４４４　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

千円

（平成27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（  月分 （  月分 （  月分 （  月分 （  月分 （  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　1.25％～15％ 役職加算　5％～20％ 役職加算　5％～20％

管理職加算　15％、25％ 管理職加算　10％～25％

（注）　（　　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】　勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

3.5 361,800 444,100

6級 課長・主幹
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

12

最高号給の

給料月額 給料月額

7級 部長・参事
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

4

区　分 標準的な職務内容 職員数 構成比
1号給の

287,100 392,200

4級 係長・主任主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

32

10.5 317,700 409,400

5級 課長補佐
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

2

１人当たり平均支給額（平成27年度）

1,417

16.7 141,600 246,600

　１．勤務成績の評定の実施状況
　　　地方公務員法第４０条に基づき、毎年７月１日を評定日として、全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。
　２．昇給への勤務成績の反映状況
　　　管理職は能力・態度・目標の達成度などの基準に基づいて、管理職以外の職員は能力・態度などの基準に基づいて、
　　　総合的に５段階の評価をおこなっています。その評定結果に基づき、５段階の昇給区分を決定しています。

　※人事考課実施規程のもと、職員の職務能力の向上と組織の活性化を推進していきます。

御嵩町 岐阜県 国

―

1級 主事・主事補
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

19

　　　勤務評定に基づき、勤勉手当成績率を決定しています。

1.45） 0.75） 1.45） 0.75） 1.45） 0.75）

2.60 1.60 2.60 1.60 2.60 1.60

14.0 191,700 303,400

25.4 227,900 349,200

2級 主任
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

16

28.1 261,100 380,200

3級 主査
　　　　　　　　人 　　　　　　　　％ 　　　　　　　　円 　　　　　　　　円

29

1.8

千円

１人当たり平均支給額（平成27年度）

1,640

4



（（（（２２２２））））退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

退職者の平均勤続年数 年

千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

（（（（３３３３））））地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

円

（（（（４４４４））））特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

千円

　円

　％

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

　千円

（（（（５５５５））））時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）

（（（（６６６６））））そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円

円

円

円

円

円

円

可児市 3% 1 3%

単身赴任手当
異動に伴って転居し、やむを得ない事情により配偶者と別居して
単身で生活する職員 同 780 千円 780,000

御　　嵩　　町 国

20.445 25.55625 20.445 25.55625

支給対象職員数 国の制度（支給率）

49.590 49.59000 49.590 49.59000

24

１人当たり平均支給額　　　　 13,146

29.145 34.58250 29.145 34.58250

41.325 49.59000 41.325 49.59000

左記職員に

（平成26年度決算） 対する支給単価

滞納整理等業務手当 従事した職員 町税等の滞納整理 15 500円/日

手当の種類（手当数）                                                       11

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績

支給実績（平成27年度普通会計決算） 135

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度普通会計決算） 5,430

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度普通会計決算） 18.4

犬猫等死体処理手当 従事した職員 犬猫等の死体処理 73 500円/体

不法投棄等処理手当 従事した職員 不法投棄等の処理作業 0 1,000円/日

施設事故処理手当 従事した職員 午後9時～翌日の午前6時の間に施設の事故処理の復旧 0 2,000円/回

常備消防手当 常備消防部員 火災、水害、警戒等での出動 9 1,500円/回

用地交渉手当 従事した職員 公共用地の取得にかかる交渉 8 500円/日

感染症作業手当 従事した職員 感染症患者等の救護 0 2,000円/日

行路死亡人収容等手当 従事した職員 行路死亡人の収容、処理 0 3,000円/体

行路病人救護手当 従事した職員 行路病人の救護 0 1,000円/回

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度普通会計決算） 270

職員１人当たり平均支出額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職
員、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

内容及び支給単価
国の制度と

の異同

支給実績 支給職員１人当たり
手　当　名 （平成27年度

普通会計決算）

支給実績（平成27年度普通会計決算） 38,504

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度普通会計決算） 283

支給実績（平成26年度普通会計決算） 35,682

社会福祉業務手当 従事した職員 精神障害者の搬送 0 2,000円/日

危険医療業務手当 従事した職員 危険医療業務 30 500円/回

通勤手当  通勤距離に応じて支給    限度額　５５,０００円 異 9,555 千円 98,505

住居手当  賃貸住宅を借り受け一定額以上の家賃を支払っている者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　限度額　２７，０００円

同 4,885 千円 232,619

平均支給年額
（平成27年度決算）

扶養手当

 配偶者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  １３，０００円
 配偶者以外の１人につき　　　　　　　　　 　　　　　　６，５００円
 （配偶者がいない場合は）そのうち1人について   １１，０００円
 16歳から22歳の子には　　　　　　　　　　　　  　  ５，０００円加算

同 14,188 千円 244,621

宿日直手当  宿直、日直をおこなった職員 同 3,595 千円 45,508

管理職特別勤務手当
 管理監督職員が週休日または夜間などに処理を要する臨時ま
たは緊急 性を有する用務に従事した場合 同 45 千円 4,090

管理職手当  管理監督職員に対し、役職に応じて定額を支給　 同 11,315 千円 628,611

多治見市 3% 1 3%

東京都 20% 1 20%

岐阜市 6% 1 6%

支給実績（前年度決算） 952

支給職員１人当たり平均支給年額（前年度決算） 317,219

支給対象地域 支給率

5
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５５５５　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

円
円

円
円
円

　　 （算定方式）

708千円×在職年数×500／100

594千円×在職年数×300／100

（注）

６６６６　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況

（（（（１１１１））））部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由

人

人）

人

人）

人

（注） 1 職員数は、町長・副町長・教育長を除いた一般職に属する職員数である。

2 [     ]内は、条例定数の合計である。

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

＜参考＞

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

594,000 673,000 円　　/  486,000  円

報
酬

議 長 300,000 375,000 円　　/  230,000  円
副 議 長 245,000 310,000 円　　/  180,000  円

区　分 給料月額など

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額
町 長 708,000 850,000 円　　/  543,200  円
副 町 長

退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込
額である。

　　　　　　　　区　分

　部　門

職 員 数 対前年
増減数

主な増減理由
平成27年 平成28年

副 議 長 4.20　月分

議 員

退
職
手
当

町 長

副 町 長

備　　　　考

議 員 220,000 290,000 円　　/  157,000  円

期
末
手
当

町 長 　　（平成27年度支給割合）

副 町 長 4.20　月分

議 長 　　（平成27年度支給割合）

総務 41 44 3 係員の増及び欠員補充

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 2 2

税務 10 10

商工 1 1

土木 12 14 2 係員の増及び欠員補充

＜参考＞

65.01

（類似団体の人口1万人当たり職員数

民生 30 30

132 136 4 72.47

（類似団体の人口1万人当たり職員数 90.63

衛生 13 14 1 欠員補充

農林水産 7 7

下水道 4 4

1 1

74.98

合　計 116 122 6

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

水道 7 7

教育部門 16 14 △ 2 一部民間業務委託による係員の減

小　計

介護保険 5 5

152 156 4 ＜参考＞

国保 3 3

小　計 20

その他

20

[　180　］ [　180　］ [     0    ］ 83.13

合　　計
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（（（（２２２２））））年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

（注）職員数は、町長・副町長・教育長を除く一般職の職員数である。

（（（（３３３３）　）　）　）　職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移

（ 1% ）

（ -26% ）

（（（（ -3%-3%-3%-3% ））））

（ -5% ）

（（（（ -3%-3%-3%-3% ））））

（注）各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である。

７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）水道事業水道事業水道事業水道事業

 ①職員給与費の状況

ア　決算

　　　　　　　

（注） 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成２８年３月３１日現在の職員数である。

　②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２８年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

～ ～

36歳 40歳 44歳

～ ～ ～

計

56歳20歳 20歳 24歳 28歳 32歳

職員数（人）

39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳

区　分

156

未満 23歳 27歳 31歳 35歳

60歳

～ ～ ～ ～ ～

14 13 16 02 8 22 13 13 17

以上

48歳 52歳

22 16

過去5年間の
増減数（率）

一般行政 121 119 120 120 116 122 1.0

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

20 -1.0

総合計総合計総合計総合計 161161161161 159159159159 158158158158 157157157157 152152152152 156156156156 -5.0-5.0-5.0-5.0

公営企業等会計計 21 21 20 20 20

14 -5.0

普通会計計普通会計計普通会計計普通会計計 140140140140 138138138138 138138138138 137137137137 132132132132 136136136136 -4.0-4.0-4.0-4.0

教育 19 19 18 17 16

520,494 55,138 29,988 5.76 6.46

27年度 　　　　　　　千円 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　　％　　　　　　　　　　　％

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
２３年度の総費用に
占める職員給与費率

区　　分 総費用
純損益又は実収

支

職員給与費
総費用に占める

職員給与費
（参考）

　　計　　Ｂ 給与費 B/A １人当たり給与費

27年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 １人当たり (参考）市町村平均

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

区　分 平均年齢 基本給 平均月収額

御嵩町 40.7 302,700 352,000

千円

6 20,803 1,921 7,264 29,988 4,998 5,602

団体平均 36.9 280,900 310,000

年度

部門別

1.28

5.12

14.10

8.33
8.33

10.89

14.10

10.25

8.97
8.33

10.25

0.000.00

5.00

7.50

5.00

13.12 11.87

9.37

7.50

12.50

15.62

12.50

0
2
4
6
8

10
12
14
16
18

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3
歳

2
4
～
2
7
歳

2
8
～
3
1
歳

3
2
～
3
5
歳

3
6
～
3
9
歳

4
0
～
4
3
歳

4
4
～
4
7
歳

4
8
～
5
1
歳

5
2
～
5
5
歳

5
6
～
5
9
歳

6
0
歳
以
上

構成比

5年前の構

成比(H23)

%
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　③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（平成27年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（  月分 （  月分 （  月分 （  月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算　1.25％～１５％ 役職加算　1.25％～１５％

イ　退職手当（平成２８年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～４５％加算） （２％～４５％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成２８年４月１日現在） ※支給はありません。

千円

円

% 人 %

エ　特殊勤務手当（平成２８年４月１日現在）

千円

千円

　％

　千円

　千円

　千円

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

2

カ　その他の手当（平成２７年度決算）

千円

円

千円

1.45） 0.75） 1.45） 0.75）

御　　嵩　　町 御　嵩　町（一般行政職）

１人当たり平均支給額（平成27年度） １人当たり平均支給額（平成27年度）

1,238 1,417

2.60 1.60 2.60 1.60

御　嵩　町 御　嵩　町（一般行政職）

13,146

支給実績（前年度決算） ‐

41.325 49.59000 41.325 49.59000

49.590 49.59000 49.590 49.59000

20.445 25.55625 20.445 25.55625

29.145 34.58250 29.145 34.58250

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 10

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度決算） 71.4

手当の種類（手当数） 3種類

‐ ‐ ‐ ‐

支給実績（平成２７年度決算） 50

支給職員１人当たり平均支給年額（前年度決算） ‐

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

施設事故処理手当 従事した職員 午後9時～翌日の午前6時の間に施設の事故処理の復旧 39 2,000円/回

滞納整理等業務手当 従事した職員 町税等の滞納整理 11 500円/日

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務
支給実績 左記職員に

（平成27年度決算） 対する支給単価

職員１人あたり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（平成２６年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の総職員数（管理
職員、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）である。

内容及び支給単価
一般行政職

支給実績
（平成27年度決算）

支給職員１人当たり
手　当　名 の制度との 平均支給年額

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 198

支給実績（平成26年度決算） 1,867

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 373

用地交渉手当 従事した職員 公共用地の取得にかかる交渉 0 500円/日

支給実績（平成27年度決算） 987

9

通勤手当 22 千円 4

異同 （平成27年度決算）

扶養手当

一般行政職と同じ

546 千円 91

住居手当 54 千円
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※以下は御嵩町人事行政の運営等の公表に関する条例に基づく公表事項です。

８８８８　　　　職員職員職員職員のののの任免及任免及任免及任免及びびびび職員数職員数職員数職員数にににに関関関関するするするする状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）新規採用職員数新規採用職員数新規採用職員数新規採用職員数・・・・退職者数退職者数退職者数退職者数のののの状況状況状況状況

新規採用職員数の状況（平成２８年４月１日採用）

（2）（2）（2）（2）定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

①①①①平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日～～～～平成平成平成平成２９２９２９２９年年年年４４４４月月月月１１１１日日日日におけるにおけるにおけるにおける定員管理定員管理定員管理定員管理のののの数値目標数値目標数値目標数値目標

人 人 人 ％

（3）（3）（3）（3）定員適正化定員適正化定員適正化定員適正化のののの進捗状況(前年度進捗状況(前年度進捗状況(前年度進捗状況(前年度とのとのとのとの比較)比較)比較)比較)

９９９９　　　　職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間そのそのそのその他他他他のののの勤務条件勤務条件勤務条件勤務条件のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）職員職員職員職員のののの勤務時間勤務時間勤務時間勤務時間・・・・休暇制度休暇制度休暇制度休暇制度

１０１０１０１０　　　　職員職員職員職員のののの分限及分限及分限及分限及びびびび懲戒処分懲戒処分懲戒処分懲戒処分のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）平成平成平成平成２７２７２７２７年度中年度中年度中年度中のののの処分処分処分処分のののの状況状況状況状況

○分限処分とは

○懲戒処分とは

１１１１１１１１　　　　職員職員職員職員のののの服務服務服務服務のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）職員職員職員職員のののの守守守守るべきるべきるべきるべき義務義務義務義務

服務違反者の数　・・・　該当者なし

0人 3人
大学卒業程度 技術職 0人

自己都合 死亡 合計

大学卒業程度 一般事務職 4人
1人 0人 2人

退職者の状況（平成２７年４月１日～平成２８年３月３１日）

区分 職種 採用者数 定年 勧奨

157 155 △ 2 △ 0.01

平成27年4月1日 平成28年4月1日
純減数

平成29年4月1日現在の
数値目標との差職員数 職員数

平成28年4月1日 平成29年4月1日
純減数 純減率

職員数 職員数

大学卒業程度 保健師 1人

高校卒業程度 一般事務職 2人

勤務時間帯 　午前8時30分～午後5時15分 夏期特別休暇 　6月～10月の期間に　4日間

週休日 　土曜日・日曜日 その他の特別休暇 　病気・結婚・産前・産後休暇など

152 156人 4 1人

　御嵩町では、平成17年に策定した定員適正化計画（平成17年度～平成22年度）の目標数値に基づいて職員数の適正化を進めてきました
が、平成22年度の目標数値当初173名は達成されましたので、平成19年度に平成24年までの定員適正化計画を策定しなおしました。この目
標数値当初160名も達成しましたので、新たに平成29年度までの定員適正化計画を策定しました。この定員適正化計画では、総経費削減の
視点に基づき、平成29年の数値目標155名として設定しています。

勤務時間 　1日7時間45分　週38時間45分 年次有給休暇 　年20日間（最大20日を翌年に繰越）

　信用失墜行為の禁止 　職の信用を傷つけ、又は職の不名誉になるような行為をしてはならない。

　秘密を守る義務 　職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

　服務とは、職員が勤務に服するにあたってのあり方をいいます。
　この服務の根本基準については、地方公務員法第30条において、「すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤
務し、且つ、職務の遂行に当つては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。 」ことを規定しています。さらに、この服務に関
する具体的な事項については、地方公務員法第32条から第38条までにおいて規定されています。

服務に関する具体的事項 内　容

　命令に従う義務 　法令に従い、且つ、上司の職務命令に従わなければならない。

分限処分 0 懲戒処分 該当者なし

　病気など一定の事由により、職務を十分に遂行することが期待できない場合などに、職員の同意を得ることなくおこなわれる処分

　職員に非違行為があった場合におこなわれる、公務員としての服務規律を維持するための制裁処分

　争議行為等の禁止 　ストライキ等をしてはならない。

　営利企業等従事制限 　営利を目的とする私企業を営み、又は報酬を得ていかなる事業にも従事してはならない。

　職務に専念する義務 　勤務時間中、職務に注意力の全てを用い、職務にのみ専念しなければならない。

　政治的行為の制限 　政治活動等をしてはならない。
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１２１２１２１２　　　　職員職員職員職員のののの研修及研修及研修及研修及びびびび勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況

（1）（1）（1）（1）研修研修研修研修のののの方針方針方針方針

（2）（2）（2）（2）研修体系研修体系研修体系研修体系

（3）（3）（3）（3）勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの評定評定評定評定のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２８２８２８２８年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

１３１３１３１３　　　　職員職員職員職員のののの福祉及福祉及福祉及福祉及びびびび利益利益利益利益のののの保護保護保護保護のののの状況状況状況状況についてについてについてについて

（1）（1）（1）（1）公務災害公務災害公務災害公務災害・・・・健康診断健康診断健康診断健康診断のののの状況状況状況状況

平成２７年度中の件数

（2）（2）（2）（2）職員互助会職員互助会職員互助会職員互助会へのへのへのへの補助補助補助補助のののの状況状況状況状況

職員互助会への補助金　　　　　　０円

職場外研修
市町村職員研修センターでの「新規採用職員研修」「課長級職員研修」などの研修。
市町村職員研修センター、市町村アカデミーなどで、高度・専門的な知識技術を修得。

研修センター
市町村ｱｶﾃﾞﾐｰなど

　職員自らが能力開発に対する意欲を持つことを基本に、自主学習（自己啓発）を推進します。その一方で、職場においても能力
開発に対する意欲を助長し、支援していく学習風土づくりを高めます。
　時代は分権化の流れの中で、「自己企画」「自己決定」「自己責任」を実践できる職員を求めています。このような職員の育成を図
るために、①自主学習の支援、②職場内研修の充実、③職場外研修への計画的な派遣をおこないます。

区　　分 内　　容 実施機関など

自主学習
職員が自主的に受講する各種講座の受講料の一部を「御嵩町職員自主学習講座受講助成
要綱」により助成する。

職員個人

公務災害認定 1

健康診断 149

　評定区分

　職種・役職などに応じた以下の区分
　　　一般職　　　　　（部長・参事　／　課長　／　係長　／　主査　／　主任・主事・主事補）
　　　専門職　　　　　（保健師・栄養士　／　保育士）
　　　技能労務職　　（調理員・用務員）

　評定要素
　職種・役職区分毎に必要とされる要素を設定し評定
　係長職の評定要素の例
　　　・業務実績・政策立案能力・折衝交渉能力・部下育成能力・職務態度・職務意識

　評定の方法 　第一次評定者と第二次評定者の評定及び総合評定により評定

　評定基準日 　毎年2月1日

　被評定者 　常時勤務する部長・参事以下の職員

　評定者

　所属ごとに区分
　係長職の場合の例 　　　第一次評定者　　 課長
　　　　　　　　　　　 　　　　　第二次評定者　　部長・参事
　　　　　　　　　　　　　　 　　調整者　　　　　 　副町長

職場研修
所属長が、所属職員に日常の職務を通じて、計画的・継続的に職務を遂行する知識・技能な
どを修得させる。

所属長
研修担当課

11


